
部落差別の解消の推進に関する法律案に断固反対する声明

１ ２０１６年５月１９日、自民、公明、民進の３党は、部落差別の解消の推進に関する

法律案（以下「本法律案」という。）を衆議院に提出した。同月２０日には衆議院法務委

員会で趣旨説明がなされ、２５日に同委員会で強行可決される見通しである。

本法律案は、部落問題の解決の障壁となるものであり、基本的人権をまもり民主主義を

つよめることを目指す法律家団体である自由法曹団は、この法律案に断固反対する。

２ 部落差別問題については、１９８２年、同和対策特別措置法が廃止され、その後を継

ぐ地域改善対策特別措置法も廃止され、２００２年に同和対策事業は終結した。

これは、部落差別の特徴的な形態である劣悪な住環境等が、各種の同和事業の遂行によ

って改善傾向にあり、また、職業の自由、居住移転の自由、結婚の自由の侵害という事態

も大きく減少するなど、身分的障壁を取り除き、社会的な交流が拡大する方向へと進み、

部落解放の客観的条件が大きく成熟したことによるものである。そうだとすれば、着実に

解決に向かっている現状においては、本法律案には立法事実がなく、時代錯誤であると言

わざるをえない。のみならず、むしろ部落問題による差別、偏見を固定化、永続化し、部

落問題の解決のための大きな障壁になり有害である。

また、本法律案は、えせ同和団体の利権あさりの手がかりとなりうるものであり、過度

の糾弾による人権侵害や不公正な行政が行われた負の歴史をふまえていないものと言わざ

るをえない。

３ 本法律案は、「部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現すること

を目的とする。」としているが、部落差別の定義規定がなく、何をもって部落差別とする

のかが曖昧なままである。本法律案は、部落差別の解消に国、地方公共団体の責務を定め、

相談体制の充実、必要な教育啓発を行う努力義務等を規定しているが、何をもって部落差

別とするかが曖昧なままであれば、あまりに広範な施策が実施されることになりかねず、

その施策によって施策の対象となる人々とそうでない人々の間に垣根をつくり、ひいては

部落差別問題を再燃させることにつながりかねない。

また、本法律案は、国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共

団体の協力を得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとしている。

しかし、これによって新たな差別を掘り起こすことになり、本法律が恒久法であること

を踏まえると、調査を続けることによって、部落差別問題を固定化、永久化することにつ

ながりかねない。

本法律案は、「情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていること」

が立法理由として説明されているが、ネットへの差別的書き込みなどはプロバイダ責任制

限法（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律）

に基づき、プロバイダに対して削除請求するなど、既存の法律で対応することが可能であ

る。

４ 以上の理由から自由法曹団は、本法律案に断固として反対する。
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